ＰＲＴＲ法指定化学物質に係わる自主管理マニュアル

～～　ゴム製造業編　～～

２００３年○月○日作成

第１　趣旨

　このマニュアルは，化学物質による環境の保全上の支障を未然に防止するため，「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（平成11年法律第86号。以下「法」という。）に定める第一種指定化学物質等及び第ニ種指定化学物質等（以下「指定化学物質」という。）の管理に係る措置を定めるものとする。
第２　化学物質の管理の方針

地域社会への貢献及び地域社会との共存の視点から，化学物質による環境負荷を可能な限り削減する。

　このため，関係法令の遵守に留意するほか，可能な新規技術を積極的に導入するとともに，社員教育の充実を図る。また，当社で使用する原材料等は，MSDS等で含有物質を確認の上，可能な限り指定化学物質を含有しない又は含有率の低いものを使用する。

第３　管理計画の策定

１　指定化学物質の管理の改善に係る目標並びにその達成時期及び具体的方策を定めた管理計画を，環境管理委員会の承認のもと制定する

２　管理計画は，化学物質管理推進室が案を作成する。

第４　管理計画の実施

１　組織体制の整備　

　　(1) 管理計画を着実に推進するため，化学物質管理推進室を設置する。

　　(2) 化学物質管理推進室長には環境管理責任者を充てるものとし，管理計画の実施について，一切の権限を有する。

　　(3) 各事業所に化学物質管理推進員を置き，化学物質管理推進室長が指名する者を充てる。

　　(4) 化学物質管理推進員は，各事業所における管理計画の実施について，一切の責任を有する。
　２　作業要領の策定

　化学物質管理推進室長及び化学物質管理推進員は，管理計画を実施するために必要な，指定化学物質の管理に係る具体的な措置の内容を定めた作業要領を策定する。

　３　教育，訓練の実施

(1) 化学物質管理推進室長及び化学物質管理推進員は，従業員に対し，化学物質の管理の改善に必要な教育・訓練を継続的に実施する。

(2) 従業員教育・訓練の対象は，指定化学物質等の取り扱い者，指定化学物質を排出する工程に従事する者及び管理部門の従事者等全ての関係者とする。

(3) 従業員教育・訓練の内容は，以下のとおりとする。

ア　各種法令及び化学物質管理指針の内容に関する解説

イ　化学物質管理の方針（以下「方針」という），管理計画及び作業要領の内容に関する解説

ウ　使用等されている指定化学物質に関する情報の解説

エ　施設の保守点検に関する事項

オ　事故発生時の応急措置

カ　指定化学物質等の管理の状況等に関する住民の理解を深めることの必要性

キ　住民への情報の提供，住民の意識の理解等を円滑に行うための手法

ク　その他化学物質の管理の改善の促進に必要な技能

第５　管理の状況の評価及び方針等の見直し

　化学物質管理推進室長は，方針，管理計画及び作業要領に照らして指定化学物質等の管理の状況についての評価を内部環境監査等で実施する。

　これらの評価結果は「環境管理委員会」等で行う継続的な見直しに用いる。

第６　情報の収集，整理等

１　指定化学物質の取扱量等の把握

(1) 化学物質管理推進員は，各事業所における第一種指定化学物質の取扱量，排出量及び移動量を把握し，毎月1回10日までに次の事項を化学物質管理推進室に報告する。

①前月の取扱量，排出量及び移動量

②指定化学物質等を取り扱う施設及び設備の設置の状況

③指定化学物質等を取り扱う施設及び設備の運転等の状況

(2) 化学物質管理推進室長は，指定化学物質等の管理の改善に資するため，各事業所から報告のあった指定化学物質等の取扱量等（製造量，使用量，貯蔵・保管量等）並びに指定化学物質等を取り扱う施設及び設備の設置，運転等の状況を整理する。

２　指定化学物質の性状・管理技術等に関する情報の収集

　次に掲げる部門は，各項目に関する情報を収集・利用することで必要な管理対策及び合理化対策を実施する。

№
収集担当部門
項　　目

①
購買部
元売り会社から提供される情報（MSDS等）

②
化学物質管理推進室
各種文献

③
化学物質管理推進室
取り扱う指定化学物質等の性状

④
化学物質管理推進室
取り扱う指定化学物質等の取扱い，管理の改善及び使用の合理化のための技術及び手法

３　体制の整備等
(1) 化学物質管理推進室長は，提供される指定化学物質等の性状及び取扱いに関する情報（MSDS）の効率的な活用を図るため，化学物質管理推進室にデータベースを整備し，適切な情報提供を行う。

(2) (1)のデータベースの使用方法等については，当該指定化学物質等を取り扱う全ての関係者に対し周知徹底を図る。
４　情報の活用

(1) 化学物質管理推進室長は，事業所からの指定化学物質の排出状況の把握及び管理対策，使用の合理化対策の適切な実施を図るため，指定化学物質等の性状及び取扱いに関する情報を十分に活用する。

(2) 当社が製品を販売した事業者から要請があった場合には，MSDS等の適切な情報の提供を行う。

第７　管理対策の実施

　当社で取り扱う指定化学物質について，上記により把握又は収集した情報に基づいて，次の事項を勘案し，管理対策を実施する。

　　　①有害性

　　　②物理的化学的性状

　　　③排出量

　　　④排出ガス及び排出水中の濃度等

　１　化学物質の使用許可

　　(1) 新規に化学物質を取り扱おうとするときは，化学物質管理推進室長の許可を得なければならない。

　　(2) 化学物質管理室長は，(1)の許可を，各法律・条例，各種団体との取り決め，自主規制等を勘案して行う。

　２　設備等の点検

　設備担当者は，指定化学物質等を取り扱う施設及び設備について，次の事項等について定期的に点検し，その結果異常が認められた場合には，速やかに補修その他の必要な措置を講ずる。

　　①　損傷

　　②　腐食

　　③　指定化学物質の漏えいの有無等

  ３　指定化学物質を含有する廃棄物の管理

　指定化学物質を含有する原材料等を使用する部門は，指定化学物質を含有する廃棄物の発生抑制等に努めるとともに，廃棄物が運搬されるまでの間は，事業所内において適正に保管する。

　また，当該廃棄物の処理を委託する場合，化学物質推進員は必要な情報を委託業者に提供する。

　４　設備の改造等による排出の抑制

　化学物質管理推進室長は，指定化学物質の大気，水及び土壌への排出の抑制を図るため，指定化学物質等を取り扱う施設及び設備について，下記事項に留意しつつ，漏えい，揮発，浸透等に対する措置を管理計画に規定するよう努める。

　　ア　水及び土壌への浸透等の防止構造
　指定化学物質等の取扱いに係る施設の床面は，指定化学物質の水及び土壌への浸透を防止することができるよう，適切な不浸透性の材質とする。

　また，指定化学物質の量及び態様に応じて，施設の周囲に防液堤，側溝を設置すること等により，指定化学物質の水及び土壌への流出を防止する。

　　イ　大気への揮発等による排出の抑制構造
　トルエン，キシレン等揮発性の高い指定化学物質を取り扱う場合で，揮発又は飛散により指定化学物質が大気へ排出される恐れがある場合は，設備等の密閉構造化等の措置を講ずる。

　　ウ　排ガス又は排水処理設備の設置
　排ガス又は排水に含まれて指定化学物質が排出される場合は，その排出量，濃度等の状況に応じて排ガス処理設備又は排水処理設備を設置する。

　　エ　指定化学物質等の取扱いに係る施設及び設備の維持及び管理
　地下タンクを除き，給油設備（配管等を含む）は，できるだけ地上に設置する。

　地下タンクを設置する場合は，漏出を監視するため液面計等を設置する。

　その他の工程において揮発性又は水溶性の高い指定化学物質を含む溶剤等を使用する作業を行う場合は，溶剤使用装置や乾燥装置等の設備の密閉構造化，排ガス処理装置又は排水処理装置の設置その他の必要な措置を講ずる。

　５　主たる工程に応じた取扱上の対策の実施  

　化学物質管理推進室長は，次に示す主たる工程ごとの対応事項に留意しつつ，事業所における取扱い工程を見直し，指定化学物質の排出の抑制及び指定化学物質の使用の合理化に必要な対策を管理計画に規定する。
ア　貯蔵工程（入出荷，移送，分配を含む）

　　指定化学物質を含む燃料，原材料，製品等の貯蔵，移送又は分配を行う場合は，貯蔵施設受払い口の開放放置の防止等により，貯蔵施設や移送設備等からの漏洩，飛散，揮発等を抑制する。

イ　混練，加硫，乾燥工程

　　混練機，ロール，加硫炉，乾燥炉等からの揮発，漏洩，排水に含まれての排出等を抑制するため，密閉構造化，集塵機，排ガス又は排水処理装置の設置等の措置を必要に応じて講ずる。

ウ　研磨工程

　　指定化学物質を含む原材料，半製品からの排出を抑制するため，集塵装置等を設置する。

エ　脱脂，洗浄工程

　　指定化学物質を含む脱脂剤，洗浄剤からの大気への排出，又は排水による水への排出を抑制するため，設備の密閉構造化等の措置を講ずる。

オ　塗装，接着工程

　　指定化学物質を含む溶剤，接着剤等からの揮発又は飛散による排出を抑制するため，設備の密閉構造化，排ガス処理装置の設置等の措置を講ずる。

カ　その他の溶剤使用工程

　　溶剤使用装置，乾燥装置等の密閉構造化，乾燥設備の適切な温度管理，排ガス処理装置の設置などの措置を講ずる。

キ　その他の燃焼工程

　　非意図的に発生する指定化学物質の排出を防止するため，燃焼温度の管理，二次燃焼装置，排ガス冷却装置の設置等の措置を講ずる。

第８　使用の合理化対策の実施

各事業所責任者は，次に示す対応事項に留意しつつ，実態に即した措置を講じることにより，指定化学物質等の使用の合理化を図る。

ア　製品等の歩留まりの向上

　　工程改善等により指定化学物質を使用する原材料又は製品の歩留まりの向上を図ることで指定化学物質使用の合理化を図る。

イ　代替物質又は代替技術の導入

　　指定化学物質を含まない代替物質への変更や，化学物質を使用しない物理的手法（代替技術）の導入を図る。

ウ　回収及び再利用の促進

　　適切な構造及び処理能力を有する回収設備の設置等を講ずる。

第９　住民理解の増進

(1) 　体制の整備
　化学物質管理推進室長は，指定化学物質等の管理活動に対する住民の理解を深めることを目的に，必要な情報を適切に提供する等住民等との渉外業務に当らせるため，本社に渉外係を設置する。

(2) 　情報の提供等
　化学物質管理推進室長は，第一種指定化学物質の排出状況を含め，事業活動の内容，指定化学物質等の事業所内における管理の状況等に関し，報告書の作成及び配布（ホームページへの掲載等），説明会の実施等による事業所周辺の住民等への情報の提供等に努めることにより，住民の理解の増進を図る。

第１０　事故対策

　１　未然防止対策

(1) 各事業所責任者は，地下タンク等指定化学物質取扱い設備は震度7の耐震構造を有するものとする。ただし，既存設備の大幅な改造等を施さないと基準に適合しない場合は，改造までの間，地下水等周辺環境の監視強化で対応する。

(2) 震度4以上の地震が発生した場合，速やかに設備の点検を行い，異常が発見された場合は，指定化学物質の緊急抜き取り等適切な緊急措置を講じる。

(3) 事業所内では，車両を適切に誘導する等，車両による事業所設備の損壊を防止する。

　２　事故に対する緊急対策

(1) 各事業所責任者は，万一事故が発生した場合は，事故の程度に応じて，次の優先順位で適切な措置を迅速に講じる。

1 事故の拡大防止

2 住民への危害防止

3 環境影響の削減

　なお，具体的な対応手順を定めた事故対策マニュアルを別途定める。

(2) 事故時において適切に対応するため，年1回事故想定訓練を各事業所において実施する。

　３　事故に対する恒久対策

(1) 各事業所責任者は，緊急対策が完了した後は，事故の原因や緊急対策への対応状況を整理・評価し，必要な恒久対策を講じる。

(2) 恒久対策は，原則として24時間以内に実施することとし，実施までに長期間を要するものは管理計画に措置計画等を規定する。

　また，取扱上の恒久対策は速やかに講じるとともに，管理計画等に反映することとする。

○○ゴム株式会社化学物質管理計画（例）

（平成　年　月　日）

第１　管理目標

　当社の事業活動に伴い排出する次の化学物質の排出量について，平成□年から平成○年までの△年間に，次のとおり削減する。

排出先
指定化学物質名＼排出量
平成□年度(a)
平成○年度(b)
削減率(1-b/a)

大気
トルエン
kg
kg
%

大気
キシレン
kg
kg
%

廃棄物
フタル酸ビス
kg
kg
%

第２　実施方策

　第１の管理目標を達成するために，次の施策を行う。


実施方策
平成□年度
・・・
平成○年度

水及び土壌への排出抑制措置
工場床面の不浸透性材質への張替え





工場周囲への側溝の設置





配合剤の自動計量機の設置




大気への排出抑制措置
溶剤処理施設の設置




使用の合理化に関する措置
脱脂工程のスチーム洗浄への切替え





排水の○割をリサイクルする





加硫済みゴムスクラップをリサイクルする




従業員教育
法令に関する教育
　全ての関係従業員に１年に１回以上受講させる。




技術に関する教育・訓練
　全ての関係従業員に１年に１回以上受講させる。



情報収集・整備
指定科学物質の性状等に関する情報収集





データベース構築




施設の保守・点検
週1回の定期点検の実施




化学物質事故対策要領

（平成○年○月○日決定）

１　指揮命令系統及び連絡体制

　(1) 社内の指揮命令及び連絡体制

　　　次により，直ちに工場長へ連絡し，指揮を受ける。

　　　　　　　　連絡　　　　　　　連絡　　　　　　　連絡

　　　　工場長　　　事業部門の長　　　現場責任者　　　現場担当者
　　　　　　　　命令　　　　　　　命令　　　　　　　命令

　(2) 関係機関への通報体制

　工場長又は事業部門の長は，事故の態様，周辺の状況，影響のおそれの程度等をもとに判断した上で，適切な通報を行う。








２　事故発生時の措置

　(1) 応急措置

　　ア　地震発生時

　　イ　火災発生時

　　ウ　流出事故発生時

　(2) 拡大防止対策

　　ア　施設の運転停止箇所

　　イ　停止手段

　　ウ　指定化学物質の移動，抜き取り等

　(3) 情報収集
















○町内


(広報車)























各事故発生時における


・設備の損傷状況や指定化学物質の漏出状況の確認


・漏出時の回収方法，回収資機材の設置場所及び使用方法


　　　　等を規定する。











周辺住民の避難が必要な場合





○町内会(Tel　　　　)


△△△△宅








○消防署(Tel　　　　)


△△課





○警察署(Tel　　　　)


△△課





○保健所(Tel　　　　)


△△課





本社(Tel　　　　　　)


△△課





○市町村(Tel　　　　)


△△課





事業部門の長











